
事業活動温暖化対策計画の実施状況に関する事項

～

(2019 )年度 ( )年度 (2020 )年度 (2021 )年度 (2022 )年度 (2023 )年度 (2024 )年度 ( )年度

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％
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差 引 後 排 出 量 （ t-CO2 ）
①　-　②

補 完 的
手 段
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△ 20.7

森 林 の 整 備 及 び
保 全 （ t-CO2 ）

年度 年度20242020

・エコオフィスの徹底
（昼休みの消灯、就業開始時間の点灯、ＰＣ省エネ設定、ＰＣモニタ照度変更等）
・クールビズ・ウォームビズの実施
・高効率設備への更改（通信設備、空調設備、サーバ）

16,441

△ 11.4

20,507

グリ ーン 電力 証 書 又は グリ
ー ン 熱 証 書 の 購 入 (t-CO2)

氏 名 ( 法 人 に あ っ て は 、
名 称 及 び 代 表 者 の 氏 名 )

事 業 概 要

事 業 活 動 温 暖 化 対 策 計 画 書
に 定 め た 措 置 の 実 施 状 況

該 当 す る 事 業 者 要 件
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△ 20.7

ＮＴＴ西日本グループは、既存設備で使用する電力において、各種節電の取組み
を行っているところであり、気温の上昇にも関わらず昼夜の電力量は平年並みと
なっているが、電力係数の関係により計画を上回ってい状況にある。

排 出 量
t-CO2

差 引 後 増 減 率 ( 基 準 年 度 比 )

基 準 年 度 目 標 年 度

14,376.0

10.5

住 所 ( 法 人 に あ っ て は 、
主 た る 事 務 所 の 所 在 地 )

「計画期間」並びに「基準年度」「前年度」「目標年度」及びそれらの排出量は、提出済の事業活動温暖化対策計画書
に一致させてください。

計 画 の 進 捗 又 は 達 成 の 状 況 等

16,441.014,713.0

△ 11.4

特 記 事 項

「計画の進捗又は達成の状況等」欄には、計画期間における排出量削減の進捗の状況及び計画終了時における事
業活動温暖化対策計画書に掲げた温室効果ガスの排出の抑制の量に係る目標の達成又は未達成の理由等があれ
ば、記入してください。
「特記事項」欄には、過去の温室効果ガス排出削減に係る実績や地球温暖化防止に寄与する技術又は商品の開発
等の取組があれば、記入してください。

19,999.0 20,507.0

7.7

原 単 位 の 考 え 方

差 引 後 排 出 量 (t-CO2)

差 引 後 増 減 率 ( 基 準 年 度 比 )

年度2024
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情報通信業

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第１号該
当特定事業者（大規模エネルギー使用事業者）

熊本県地球温暖化の防止に関する条例施行規則第５条第２号該
当特定事業者（自動車運送事業者）

特定事業者以外の事業者
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